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１．提案内容

遠隔診療に関しては、厚生労働省が1997年(平成9年)に通達
し、2003,2011年に一部改正された。その後、2015年8月10
日に医政局長より「情報通信機器を用いた診療(いわゆる
「遠隔診療」)について」が示された。

通達では、「遠隔診療はあくまで直接の対面診療の補完」
とされており、一回は対面診療を行うこととしている。

リンケージでは、大手企業健保等の医療保険者が、疾病予
防として保健事業（自由診療）領域で行う遠隔診療事業は、
健康増進法及び健康保険法上で医療保険者の責務で行うこ
とから「完全遠隔でも実施可能」と考える。
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２．制度課題 (遠隔診療)

平成27年8月10日、厚生労働省医政局長名で、遠隔診療における解釈についても現
代医学から見て疾病に対して一応の診断を下し得る程度のものであれば、医師法第
２０条に抵触するものではないとされ、地理的要件や対象疾病等が規制緩和された。
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２．制度課題 (参考：遠隔特定保健指導)

平成25年8月1日、厚生労働省健康局長、保険局長連名で、特定保健指導領域における、
完全遠隔での実施が規制緩和された。(制度施行後4年半)

理由：対象者の利便と保険者による事業実施方法の多様化を図ること
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３．経済的・社会的抑制効果（禁煙成功率）

禁煙外来では、12週間以内に5回通院することが必要であり、完遂率が約5割
だった。遠隔禁煙外来導入で通院や待ち時間等がなくなり、職場や自宅での
受診も可能となったことで、中断リスクが軽減した。これによりプログラム
完遂率が飛躍的に向上した実績も有する。

禁煙外来の課題

12週間のうち
5回の通院が必要

※診療報酬改定結果検証に係る特別調査（平成21年度調査）
ニコチン依存症管理料算定保険医療機関における禁煙成功率の実態調査報告書

5回通院終了時の禁煙成功時期
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課題を解決するには…
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【課題解決】禁煙サポートプログラム

2回目以降はオンライン診療（3回）初回のみ対面
医療機関通院

メールにて禁煙継続状況アンケート実施し健康保険組合へ報告

喫煙者属性問診 属性に応じた、クラス分類に応じた情報提供を行い、脱落率を軽減

長期的サポート

通院
（オンライン診療含む）

企業 健康保険組合

禁煙希望者

オンライン診療サポート
受診勧奨、長期的サポート

受診勧奨サポート

禁煙薬の配送
（院内処方で、会社またはご自宅へ配送）

PC、タブレット、スマートフォンで面談

医療機関

案内募集

開始 2w 4w 8w 12w 24w 36w
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従来の初回受診（従来フロー）

喫煙者属性分類型 脱落時期予測オーダーメイド支援

電子問診票

そのまま一律の診察

脱落時期を予測して診察

初回診察

受診者の類型化

初回診察

【課題解決】一律の診察から喫煙者属性に応じた支援
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３．経済的・社会的抑制効果（医療費抑制）

禁煙年数10年以上の者は、禁煙年数5年未満の者と比較すると、医療費
81,800円の差が生じる。※1

また、禁煙成功率向上に伴い、残薬問題にも寄与すると考えられる。

※1 ：厚生労働科学研究費補助金：職域における効率的な禁煙支援法の
開発と普及のための制度に関する研究(2006年度)
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３．経済的・社会的抑制効果（市場規模）

市場調査会社調べでは、2020年の遠隔診療サービスの市場規模は、
2016年比約2.5倍の192億円になると予測している。

喫煙者
2,000万人 ✕ １% ✕ 医療費及び薬価含め約62,000円 ＝ 124億円

禁煙外来市場は、遠隔禁煙で受療促進が実現し禁煙挑戦者が1%増加した
場合124億円純増を見込む
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３．経済的・社会的抑制効果（健康経営）

喫煙は、労働生産性の低下や長期病欠リスクの増加等が懸念されており、
リスク要因別の関連死亡者数では、喫煙がトップであり、メンタル不調や
認知症罹患の割合も倍増すると言われる。

期間 時 間 金 額

1日 50分 1,750円

1年 130時間 約50万円

労働生産性の低下

※ダウ・ケミカル社の自社社員への調査
【仮定条件】・1ヶ月の平均所定労働時間数：160時間

・平均時給：2,100円
・年間所定労働日数：250日

長期病欠リスク

非喫煙者の2.05倍

※ 1日15本以上のデンマーク人喫煙者を対象に連続8週間
以上の長期病欠と喫煙の関連を調査（Christensen,K.B.et
al.:Ind Health 45(2) 348, 2007［L20090910072］)
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